
労働政策研究・研修機構は、独立行政法人として厚生労働省から中期的な労

働政策上の課題の提示を受け、それに対応した研究計画をたてて、発足以来の

第1期（平成15年10月～19年3月）の研究活動を行ってきた。厚生労働省からは

九つの課題が提示されたが、本報告書はそのうちの一つ「仕事と生活との調和

を可能にする社会システムの構築に関する研究」という課題に対応して進めら

れたプロジェクト研究の成果をとりまとめたものである。

少子化の進展や急速な高齢化に伴う労働力人口の減少、さらには労働者の価

値観やライフスタイルの多様化などにより、わが国の雇用をめぐる環境は大き

く変化している。こうした変化に対応し、活力ある社会を築いていくためには、

男女が共に、生活（家庭生活）との調和を図りながら、充実した職業生活を送

ることができる環境の整備が重要な課題になっている。このため、このプロジ

ェクト研究では、仕事と生活の調和・両立の実態把握、支援策のあり方の提示

を目的として調査研究に取り組んできた。その際、仕事と生活の調和・両立と

いう課題は、人びとの職業生涯の全ステージにかかわるものであり、家庭や企

業や地域社会など社会システムの多領域にわたる課題であるため、両立課題へ

の対策は、人びとのライフコースを通じた、しかも多角的な視点から、総合的

なアプローチに基づくことが重要であるという考えに基づき、研究を推進した。

分析結果によると、調和・両立の重要性が増大しているにもかかわらず、調

和・両立を実現することがますます困難になっており、こうした状況を克服す

るには、企業や家庭や地域社会による支援が柔軟かつ有機的に連携できるよう

な支援体制の構築が重要であるなど、諸課題が明示されている。本報告書が、

企業、労働組合、関係機関の方々、および研究者等の両立支援に関心がある専

門家の方々にご活用頂ければ幸いである。
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５ まとめ

終章 仕事と生活の両立（調和）へ向けて
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